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宮城の未来をつくる33の取組第 4章

県政運営の理念である「富県共創！ 活力とやすらぎの邦づくり」を実現するため，３つの政
くに

策推進の基本方向に沿って，宮城の未来をつくる３３の取組を行います。
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第２節 安心と活力に満ちた地域社会づくり
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39

【１０年後に目指す宮城の姿】

◯ 障害の有無等にかかわらず，だれもが自由に移動し社会活動に参加できるまち

づくりが進められています。

◯ 民間企業等において，障害者の安定的な雇用が促進され，働く意欲と能力のあ

る障害者の就業の場が増加しています。

◯ 重い障害があっても，本人の自己決定が尊重されるとともに，障害による不便

さが社会全体で補われ，自分が住みたい地域で自立して生活しています。

◯ 保健・医療・福祉それぞれの関係機関の連携による様々な支援を通じ，難病患

者が在宅で安心した療養生活を送っています。

取 組 22

ো͕֐あって΋҆৺͠てੜ׆Ͱ͖る஍Ҭࣾձの࣮ݱ

【その実現のために県として行う取組の方向】

◇ バリアフリー・ユニバーサルデザイン社会実現のための施設整備及び普及啓発の
※ ※

促進

◇ 働く意欲のある障害者等の就職活動を支える能力開発の場の確保や相談・指導体

制の充実

◇ 障害者の地域生活を支える相談支援体制の整備の促進

◇ 障害の有無や年齢にとらわれない利用者ニーズに応じた柔軟な福祉サービスや地

域での支え合いへの支援

◇ グループホームなど，身近な地域での住まいの場や日中活動の場など生活基盤の
※

整備の促進

◇ 難病患者やその家族に対する日常生活における相談支援体制の整備及び地域交流

活動の促進など，難病患者が在宅で安心して療養生活を送ることができる環境の整備

※バリアフリー＝高齢者・障害者等が社会生活をしていく上で障壁（バリア）となるものを除去（フリー）すること。物理的，社会的，
制度的，心理的な障壁，情報面での障壁などすべての障壁を除去するという考え方。

※ユニバーサルデザイン＝あらかじめ，障害の有無，年齢，性別，人種等にかかわらず多様な人々が利用しやすいよう都市や生活環境
をデザインする考え方。

※グループホーム＝地域において，少人数の利用者が必要な支援を受けながら共同で生活する住居。
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６

第３章　地域で安心して生活するために
①相談支援の充実強化
②利用者本位のサービスの提供
③地域支援体制の整備

第１節　ケアマネジメントと相談支援
体制の拡充

①年金，手当等の充実
②経済的負担の軽減
③生活福祉資金の貸付け
④公費負担医療制度の充実

第２節　生活安定のための支援

①適切なリハビリテーションの供給第３節　リハビリテーションの推進

１　在宅支援体制の充実
①在宅の障害のある人への支援
②家族・介護する人への支援
③各種生活訓練等の充実
④福祉用具の普及促進

２　施設支援体制の充実
①施設入所支援体制の充実
②グループホーム等や日中活動事業所の体制の充実
③拓桃医療療育センターの整備

第４節　療育，介護・訓練等のサービ
スの充実

１　障害の予防・早期発見とケア体制の充実
①母子保健等の推進
②精神疾患の予防と早期治療の推進
③健康づくりの推進
④障害のある人の健康診査体制の充実
⑤難病対策の推進
⑥保健活動の基礎整備

２　医療の充実
①医療等の充実
②救急医療体制の整備

第５節　保健・医療サービスの充実

①人材育成・確保に向けた環境整備
②資質の向上

第６節　福祉人材の育成・確保

１　防犯対策の充実
①防犯対策の充実

２　防災対策の充実
①災害発生時の支援体制
②災害に強い施設の整備
③災害発生時の対応
④情報提供体制の整備

第７節　防犯・防災対策の充実
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障害のある人
の現状
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８

宮城県において平成２１年度末に身体障害者手帳の交付を受けている人の総数は，８０，２６３人で，
５年前の平成１６年度末と比較すると８，１２８人増加しています。県人口に占める割合は３．４％となっ
ています。
障害種別ごとにみると，肢体不自由が最も多く，４２，９５３人と全体の５３．５％を占めていて，心臓
機能障害の１３，９２４人（１７．３％），聴覚・平衡機能障害の６，１９６人（７．７％），視覚障害の５，６２６人（７．０％）
と続きます。また，内部障害を合計すると２４，４５５人（３０．５％）となり，肢体不自由と内部障害で
全体の８割以上と大部分を占めています。
障害の程度を等級別にみると，重度障害の１級が２５，３７８人（３１．６％），２級が１３，７０３人（１７．１％）
で，重度障害が全体の約半数を占めています。

身身身身身身身身身身身身身身身身身身身身体体体体体体体体体体体体体体体体体体体体障障障障障障障障障障障障障障障障障障障障害害害害害害害害害害害害害害害害害害害害ののののののののののののののののののののああああああああああああああああああああるるるるるるるるるるるるるるるるるるるる身体障害のある人人人人人人人人人人人人人人人人人人人人人身体障害のある身体障害のある人人１

身体障害者手帳所持者の等級別の推移

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 70,000 80,000 90,000

H16

H21

身体障害者手帳所持者の障害種別の推移

聴覚・平衡機能障害
心臓機能障害
ぼうこう・直腸機能障害

音声・言語・そしゃく機能障害
腎臓機能障害
小腸機能障害

視覚障害
肢体不自由
呼吸器機能障害
免疫機能障害

1級 2級 3級 4級 5級 6級

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 70,000 80,000 90,000

H16

H21 5,626 6,196

1,033

968

2,056 3,226 66 84

1,845

42,953 13,924 5,099

5,593 5,984 39,688 11,592 4,101

25,378

21,808 13,257 13,095 13,768 5,532 4,675

13,703 14,006 16,763 5,807 4,606

2,278 56 30
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９

宮城県で平成２１年度末に療育手帳の交付を受けている人の総数は，１５，３８２人で，５年前の平成１６
年度末と比較すると３，４４３人増加しています。県人口に占める割合は０．６６％となっています。
障害の程度別にみると，療育手帳Ａ（重度）所持者の割合は４５．１％となっており，５年前の平成

１６年度末と比較すると４．１ポイント減少していますが，全体が増加しているため，総数では１，０５４
人増加しています。

知知知知知知知知知知知知知知知知知知知知的的的的的的的的的的的的的的的的的的的的障障障障障障障障障障障障障障障障障障障障害害害害害害害害害害害害害害害害害害害害ののののののののののののののののののののああああああああああああああああああああるるるるるるるるるるるるるるるるるるるる知的障害のある人人人人人人人人人人人人人人人人人人人人人知的障害のある知的障害のある人人２

療育手帳所持者の障害程度別及び児・者別の推移

Ａ・18歳未満 Ａ・18歳以上 Ｂ・18歳未満 Ｂ・18歳以上

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 14,000 16,000

H16

H21 1,408

1,298 4,579 1,851 4,211

5,523 2,710 5,741
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１０

宮城県内の精神障害のある人の総数は，平成２０年患者調査（厚生労働省）から推計すると約
４７，０００人となっています。一方で，宮城県において平成２１年度末に精神障害者保健福祉手帳の交
付を受けている人の総数は１０，２２３人で，患者調査から推計される人数と大きな乖離があります。
平成２１年度精神障害者入院施設状況等調査（宮城県障害福祉課）によると，精神科病院の入院
患者の在院期間は１年未満が３６．７％，１年～１０年未満が４４．７％，１０年以上が１８．６％となっていま
す。年齢構成をみると年齢が上がるほど割合が大きくなり，また，６５歳以上が過半数を占めてい
ます。
入院患者を疾患別でみると，統合失調症が４９．１％とほぼ半数を占め，次に脳器質性精神障害，
そううつ病の順となっています。また，自立支援医療（精神通院）受給者の疾患別構成をみると，
統合失調症，統合失調症型障害及び妄想性障害が３６．９％で３分の１を超え，次に気分障害，てん
かんの順になっています。

精精精精精精精精精精精精精精精精精精精精神神神神神神神神神神神神神神神神神神神神障障障障障障障障障障障障障障障障障障障障害害害害害害害害害害害害害害害害害害害害ののののののののののののののののののののああああああああああああああああああああるるるるるるるるるるるるるるるるるるるる精神障害のある人人人人人人人人人人人人人人人人人人人人人精神障害のある精神障害のある人人３

精神障害者保健福祉手帳所持者の等級別の推移

1級 2級 3級

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000

H16

H21 2,522

2,300 3,620 1,442

5,452 2,249

入院患者の在院期間

0

500

1,000

1,500

2,000

1,032

３か月未満

444

３か月～
６か月未満

527

６か月～
１年未満

1,687

１年～
５年未満

749

５年～
10年未満

551

10年～
20年未満

461

20年以上
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１１

精神疾患の種類別構成（通院患者）

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

入院患者の年齢構成

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

37

20歳未満

134

20歳～
30歳未満

279

30歳～
40歳未満

437

40歳～
50歳未満

908

50歳～
60歳未満

1,226

60歳～
70歳未満

2,430

70歳以上

精神疾患の種類別構成（入院患者）

0
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1,000
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精
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害
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精
神
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用
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精
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627
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合
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型
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害

8,883

気
分
障
害

6,466
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経
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性
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害
、ス
ト
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ス
関
連

障
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び
身
体
表
現
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障
害

1,700

生
理
的
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身
体
的
要
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動
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49

成
人
の
人
格
及
び
行
動
の
障
害

262

精
神
遅
滞
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心
理
的
発
達
の
障
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小
児
期
及
び
青
年
期
に
通
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発
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す
る
行
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情
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の
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65

て
ん
か
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3,402

そ
の
他
の
精
神
障
害

467

そ
の
他

755

1,739

536

162 116 98 71 21 29
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１２

発達障害者支援法に定める発達障害は，「自閉症，アスペルガー症候群その他の広汎性発達障
害，学習障害，注意欠陥多動性障害その他これに類する脳機能の障害であってその症状が通常低
年齢において発現するものとして政令で定めるものをいう。」とされています。
発達障害については詳しい調査資料がないため，発達障害のある人の正確な人数は把握できて
いません。

※平成１４年度に文部科学省が実施した調査によると，知的発達に遅れはないものの，学習面や
行動面で著しい困難を持っていると担任教師が回答した児童生徒の割合が６．３％との結果が
出ています。

発発発発発発発発発発発発発発発発発発発発達達達達達達達達達達達達達達達達達達達達障障障障障障障障障障障障障障障障障障障障害害害害害害害害害害害害害害害害害害害害ののののののののののののののののののののああああああああああああああああああああるるるるるるるるるるるるるるるるるるるる発達障害のある人人人人人人人人人人人人人人人人人人人人人発達障害のある発達障害のある人人４

高次脳機能障害は，交通事故などによる外傷性脳損傷や，脳梗塞や脳出血などの脳血管疾患の
後遺症として，記憶障害，注意障害，社会的行動障害などが生じるものです。他の人から気づか
れにくい障害であるため，福祉制度の谷間の障害として支援体制の整備が遅れています。
高次脳機能障害については詳しい調査資料がないため，高次脳機能障害のある人の正確な人数
は把握できていません。

高高高高高高高高高高高高高高高高高高高高次次次次次次次次次次次次次次次次次次次次脳脳脳脳脳脳脳脳脳脳脳脳脳脳脳脳脳脳脳脳機機機機機機機機機機機機機機機機機機機機能能能能能能能能能能能能能能能能能能能能障障障障障障障障障障障障障障障障障障障障害害害害害害害害害害害害害害害害害害害害ののののののののののののののののののののああああああああああああああああああああるるるるるるるるるるるるるるるるるるるる高次脳機能障害のある人人人人人人人人人人人人人人人人人人人人人高次脳機能障害のある高次脳機能障害のある人人５
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重点施策

◆だれもが生きがいを実感しながら，共に充実した生活を送ることができる地域社会をつくるために
は，地域での生活を希望する多くの障害のある人が地域で生活できる環境づくりが重要です。障害の
ある人の地域生活移行のため，これまでも様々な施策に取り組み推進してきましたが，地域での生活
を希望するすべての障害のある人が，自分の望む地域で生活できる環境が整備されているとはいえ
ず，これからも障害のある人の地域生活移行の取組をさらに推進する必要があります。

◆障害のある人が生きがいを実感しながら充実した生活を送るためには，地域社会の一員として自立し
て生活することが重要ですが，そのためには雇用・就労を通じた経済的な自立が求められます。しか
し，県内の一般企業における障害のある人の雇用率は法定雇用率に届いておらず，一般企業への就労
をさらに促進する必要があります。また，福祉的就労の場で働く障害のある人の工賃水準も目標額と
は乖離があり，工賃向上の取組も求められています。このように，障害のある人の雇用・就労と所得
の向上には，課題が残っています。

◆精神障害のある人への地域生活支援については，入院治療中心から地域生活中心へという方向性の下
に，これまで社会的入院者の退院促進に取り組んできました。その結果，精神障害のある人が徐々に
精神科病院を退院し地域生活に移行している状況にあります。今後は，退院促進に加え，精神疾患に
関する理解の促進や精神疾患発症早期からの支援による重症化予防，地域生活を支える支援の充実な
ど，精神障害のある人が地域で生活し続けられるようにするための取組が必要となっています。

このため，下記の３点を重点施策として位置づけ，このプランに基づき様々な取組を進めていきます。

１　障害のある人の地域生活移行の推進
２　障害のある人の就労促進と所得の向上
３　精神障害のある人への地域生活支援の推進
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１４

住み慣れた地域での生活を望む障害のある人が，地域での生活に移行できる環境を整備す
ることが重要です。障害のある人が地域で生活するためには，住まいの確保，生活支援，就
労等の日中活動の支援，社会参加の促進，相談支援，権利擁護など広範な領域にわたる支援
が必要となります。

障障障障障障障障障障障障障障障障障障障障害害害害害害害害害害害害害害害害害害害害ののののののののののののののののののののああああああああああああああああああああるるるるるるるるるるるるるるるるるるるる人人人人人人人人人人人人人人人人人人人人のののののののののののののののののののの地地地地地地地地地地地地地地地地地地地地域域域域域域域域域域域域域域域域域域域域生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生活活活活活活活活活活活活活活活活活活活活移移移移移移移移移移移移移移移移移移移移行行行行行行行行行行行行行行行行行行行行のののののののののののののののののののの推推推推推推推推推推推推推推推推推推推推障害のある人の地域生活移行の推進進進進進進進進進進進進進進進進進進進進進障害のある人の地域生活移行の推障害のある人の地域生活移行の推進進１

実績と現状

◆障害のある人の入所施設から地域生活への移行は，平成１８年度から平成２１年度までの４年間で
３２４人を数え，順調に進んでいます。

◆障害のある人の地域における住まいの場として，グループホーム・ケアホームの整備が進み，
平成１７年度からの５年間で住居数にして１２９，定員数にして７１９人分増加しています。
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１５

◆また，日中活動の場の整備も進み，自立訓練や就労移行支援等の事業所の定員と通所施設の定
員の合計が，平成１７年度からの５年間で１，８２７人分増加しています。

施策の方向

これまでも，障害のある人の地域生活移行を支援してきましたが，障害のある人の地域での受
入先となるグループホームやケアホームなどの住まいの場の確保，居宅介護などの訪問系サービ
スの充実，就労移行支援事業所及び就労継続支援事業所（以下「就労支援事業所」という。）など
の日中活動の場の充実，相談支援体制の整備などに引き続き取り組み，障害のある人が住み慣れ
た地域で安心して生活できるよう，地域生活支援体制の構築を進めます。

主な推進施策

◆障害のある人が住み慣れた地域で暮らしていくための住まいの場として，グループホームやケ
アホームの整備を進めるとともに，安心してグループホーム・ケアホームで暮らしていけるよ
う，グループホーム・ケアホームの体験利用の機会拡大を図ります。
◆一般就労が困難な障害のある人のための就労先となる就労支援事業所や，障害のある人が身近
な地域で生活訓練などをするための生活介護事業所，地域活動支援センター等の日中活動の場
を整備します。
◆身近な地域で療育指導，相談等が受けられるよう相談支援機能の拡充を行います。
◆身近な地域や在宅において継続的かつ一貫性のあるリハビリテーションが受けられるシステム
の整備を図ります。
◆ホームヘルプサービス，在宅重症心身障害児の巡回訪問相談事業等を行い，家庭における生活
支援を行います。
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１６

障害のある人が地域において経済的に自立した生活を送るためには，一般就労の場の確保
はもちろんのこと，直ちに一般就労が困難な障害のある人のためにも，働く意欲を就労に結
びつける場として就労支援事業所のような福祉的就労の場の確保が必要です。障害のある人
が可能な限り就労により自立した生活を送るとともに，生活水準の向上を図るためには，特
に福祉的就労の場で働く障害のある人の工賃水準を引き上げる環境を整備する必要があります。

障障障障障障障障障障障障障障障障障障障障害害害害害害害害害害害害害害害害害害害害ののののののののののののののののののののああああああああああああああああああああるるるるるるるるるるるるるるるるるるるる人人人人人人人人人人人人人人人人人人人人のののののののののののののののののののの就就就就就就就就就就就就就就就就就就就就労労労労労労労労労労労労労労労労労労労労促促促促促促促促促促促促促促促促促促促促進進進進進進進進進進進進進進進進進進進進とととととととととととととととととととと所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所得得得得得得得得得得得得得得得得得得得得のののののののののののののののののののの向向向向向向向向向向向向向向向向向向向向障害のある人の就労促進と所得の向上上上上上上上上上上上上上上上上上上上上上障害のある人の就労促進と所得の向障害のある人の就労促進と所得の向上上２

実績と現状
◆福祉施設を利用していた障害のある人の一般就労への移行は，平成１８年度から平成２１年度まで
の４年間で１９８人となっています。

◆一般就労が困難な障害のある人の福祉的就労の場の整備が進み，就労支援事業所の定員と授産
施設の定員の合計が平成１８年度からの約４年間で１，１９４人分増加しています。

就労者

累計

福祉施設から一般就労への移行者数の推移

H18 H19 H20 H21
0

50

100

150

200

250

20 20 24
44

67
87

111

198

授産施設

就労支援事業所

就労支援事業所等の定員の推移

0

1,000

2,000

3,000

4,000

H18

2,294

95
2,389

H19

1,906

739

2,645

H20

1,759

1,319

3,078

H21

1,580

1,660

3,240

H22

1,040

2,543

3,583

194

creo




１７

◆就労継続支援Ｂ型事業所等で働く障害のある人の工賃の向上を目指して，「宮城県授産施設等
工賃倍増５か年計画」を策定し取組を進めていますが，平均工賃月額は平成２１年度までの３年
間で１，４０３円増加しました。また，就労継続支援Ｂ型事業所等で働く障害のある人に支払われ
た工賃の総額は，平均工賃月額の向上と就労者の増加とがあいまって，３年間で約１億６百万円
増加しています。

施策の方向
障害のある人の一般就労を促進するほか，就労支援事業所の整備を推進することにより一般就
労が困難な障害のある人の就労を促進します。また，働く障害のある人の工賃を引き上げるた
め，関係機関が連携して取組を推進します。

主な推進施策
◆地方公共団体等の機関における雇用率を高めるとともに，民間企業における法定雇用率達成の
ための広報啓発活動を強化し，雇用の場の拡大に努めます。
◆特別支援学校間の連携を強化し，職場の開拓及び生徒の実習受入先の開拓を行う機能の充実を
図ります。このことによって，職場や実習内容に関する情報と実習体験の場を提供し，生徒一
人一人のニーズに応じた就労に向けた支援を行います。
◆宮城障害者職業能力開発校において，就業に必要な職業能力の開発・向上を図るため実技を主
体とした職業訓練を実施するとともに，就業を促進するため，公共職業安定所等の関係機関と
の連携を強化し，実習協力企業の開拓，当該企業における訓練生の実習等を通じて企業との信
頼関係の構築を図ります。
◆「障害者就業・生活支援センター」を中心に一般就労の場を確保するため，企業等の開拓に取
り組みます。
◆一般就労が困難な障害のある人に対する就労促進のために，地域の身近な場所に就労先となる
就労支援事業所の整備を引き続き推進します。
◆就労継続支援Ｂ型事業所等が「工賃引上げ計画」を策定するために必要なアドバイザーの派遣
や，策定した計画等を実践するための経営コンサルタント等の派遣を引き続き行います。
◆就労継続支援Ｂ型事業所等における工賃の引上げには，新商品の開発や商品の販路拡大が必要
であることから，事業所等にこれらの業務に従事する人員を配置する等の支援を行います。
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１８

精神障害のある人の地域生活を推進するためには，長期に入院している精神障害のある人
が地域生活に移行するための取組を進めるとともに，精神疾患が悪化しないよう早期に適切
な医療を提供することが必要です。そのため，受入条件が整えば退院可能な精神障害のある
人の退院促進を図るとともに，精神疾患を発症した若年層に対する早期支援対策，未治療者
や医療中断者を早期に支援するための訪問診療などの早期支援の取組を進めることなどによ
り，精神障害のある人が地域で生活できる環境づくりを進める必要があります。

精精精精精精精精精精精精精精精精精精精精神神神神神神神神神神神神神神神神神神神神障障障障障障障障障障障障障障障障障障障障害害害害害害害害害害害害害害害害害害害害ののののののののののののののののののののああああああああああああああああああああるるるるるるるるるるるるるるるるるるるる人人人人人人人人人人人人人人人人人人人人へへへへへへへへへへへへへへへへへへへへのののののののののののののののののののの地地地地地地地地地地地地地地地地地地地地域域域域域域域域域域域域域域域域域域域域生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生活活活活活活活活活活活活活活活活活活活活支支支支支支支支支支支支支支支支支支支支援援援援援援援援援援援援援援援援援援援援のののののののののののののののののののの推推推推推推推推推推推推推推推推推推推推精神障害のある人への地域生活支援の推進進進進進進進進進進進進進進進進進進進進進精神障害のある人への地域生活支援の推精神障害のある人への地域生活支援の推進進３

実績と現状
◆平成２０年の調査によると，受入条件が整えば退院可能な精神障害のある人は６２２人となってい
ます。そのうち６５歳以上の高齢者が２８６人（４６．０％）で全体の半数近くを占めています。

◆また，入院期間が１年以上は４６０人（７４．０％）で，全体の４分の３を占めています。５年以上の
長期入院も２３５人（３７．８％）と全体の３分の１を超えています。
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◆上記調査の６２２人について，平成２２年３月末現在の転帰を追跡調査した結果は下記のとおりでした。

合計その他再入院入院継続
（対象外）入院継続施設入所

待　機死亡転院
転科退院

62222951296392233150人数
1000．34．78．247．66．33．55．324．1％
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１９

◆早期介入・早期支援の対象となる精神保健及び精神障害者福祉に関する法律による通報等の件
数は，平成２１年度が１８７件で，年々増加傾向にあります。

施策の方向
精神障害のある人の地域生活への移行を進めるため，前述の「１　障害のある人の地域生活移
行の推進」に取り組むとともに，精神科病院に入院中の「受入条件が整えば退院可能な精神障害
のある人」の地域生活移行を推進します。また，精神疾患に関する正しい知識の普及啓発を図り，
早期受診，早期治療を促進するほか，未治療者や医療中断者，若年層の精神疾患発症を早期に発
見し，医療や福祉サービス等につなげるよう早期介入・早期支援に取り組むなど，精神障害のあ
る人への地域生活支援を進めます。

主な推進施策
◆精神科病院に入院中の地域移行対象者に対して地域移行推進員等を入院先に派遣し，退院に向
けた個別支援，地域の受入体制の調整等を行います。
◆一般県民を対象とした研修等を開催することにより，精神疾患に関する正しい知識の普及啓発
を図り，早期受診，早期治療の促進を図ります。
◆地域活動支援センター等に通所して活動ができる状態まで回復しておらず，自宅に閉じこもり
がちな精神障害のある人に対して設置するコミュニティサロン（集いの場）の運営を支援し，
自宅から外出する機会を増やすとともに，同じ障害のある人との交流等を通じて再発の予防や
社会復帰の促進を図ります。
◆若年層を中心に精神疾患を発症した場合の未治療期間の短縮，重症化予防のため，教育機関等
と連携し普及啓発を行い，若者の精神疾患を含めたメンタルヘルスへの関心を高めるととも
に，若年層を中心に未治療者及び医療中断者に対して多職種チームによる早期介入・早期支援
に取り組みます。
◆精神科救急については，民間精神科病院や関係機関の協力を得て２４時間，３６５日の精神科救急患
者の受入れを目指し，精神科救急医療システムの充実を図り，適切な精神科救急医療体制を整
備します。また，身体合併症を有する精神障害のある人の受入れについては，消防法の改正に
伴い搬送基準を作成し受入体制を整備します。
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第４節 療療療療療療療療療療療療療療療療療療療療育育育育育育育育育育育育育育育育育育育育，，，，，，，，，，，，，，，，，，，，介介介介介介介介介介介介介介介介介介介介護護護護護護護護護護護護護護護護護護護護・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・訓訓訓訓訓訓訓訓訓訓訓訓訓訓訓訓訓訓訓訓練練練練練練練練練練練練練練練練練練練練等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等ののののののののののののののののののののササササササササササササササササササササーーーーーーーーーーーーーーーーーーーービビビビビビビビビビビビビビビビビビビビススススススススススススススススススススのののののののののののののののののののの充充充充充充充充充充充充充充充充充充充充療育，介護・訓練等のサービスの充実実実実実実実実実実実実実実実実実実実実実療育，介護・訓練等のサービスの充療育，介護・訓練等のサービスの充実実

現状と課題

◆障害のある人の介護を家族内だけにとどめることなく，地域社会で支えていくためには，
居宅介護，短期入所，生活介護などの介護サービスをはじめ，各種サービスを量・質とも
に一層充実することが極めて重要となっています。
◆このため，サービスを計画的に提供するとともに，障害種別にとらわれない施策の総合化
を視野に入れながら各種サービスの相互利用や，高齢者福祉施策との連携を図りながら，
利用者本位の視点に立ったサービス供給体制を構築する必要があります。
◆また，利用者の権利や，サービス受給の選択などを考慮しつつ，障害の状況に応じた適切
なサービスを用意し，十分な情報提供を行うことも求められています。
◆家族が最もサポートを必要としている時に，子どもの状況改善と育児支援に視点をおいた
適切なアドバイスがなされるとともに，適切な療育関係機関へと導かれるように早期発見
後のフォロー体制の確立が必要です。また，子どもの成長とともに，一貫した療育の提供
が身近な地域において行われるように継続的な生活支援体制の整備が必要です。このた
め，現在，児童相談所や保健福祉事務所等を中心に行われている地域療育のシステム化を
図り，家族や施設等に対する支援体制を充実する必要があります。
◆障害のある子どもの親は，子どもに対する養育，医療，教育，就労など様々な将来への不
安を抱えることになるため，子どもへの対応はもとより，親に対する心のケアについて，
積極的にかかわっていく必要があります。そのため，障害のある子どもやその親が，いつ
でも，気軽に様々な相談が受けられる場を，身近なところにつくる必要があります。
◆福祉用具の活用は，障害のある人の自立と社会参加の促進の効果ばかりでなく，介護者の
負担の軽減を図る意味からも重要です。今後は，障害の重度化・重複化及び障害のある人
の高齢化への対応や身体状況の変化など，個々のニーズや利便性に十分配慮する必要があ
ります。福祉用具を正しく使用することは，利用者の自立生活支援には必要不可欠であ
り，地域において，福祉用具の適切な使用方法の啓発や研修及び適合調整を総合的に行う
相談対応の体制を構築する必要があります。

施策の方向
①在宅の障害のある人への支援
◆在宅の障害のある人やその家族等の在宅療育に関する相談や福祉サービスの提供の支援等を
行っていますが，今後，地域で生活をする人が増加することから，身近な地域で療育指導，
相談等が受けられるよう相談支援機能の拡充を行います。

１　在宅支援体制の充実
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◆心身障害児（者）の運動機能低下を防止し，保護者等へ在宅での療育技術の提供を行うため
通所での指導が行える施設を整備します。
◆地域の幼稚園・保育所における障害のある幼児の教育・保育を支援し，より一層の充実を図
ります。
◆外出時の移動の介助等に必要な知識・技術を持ったガイドヘルパーの養成を計画的に推進し
ます。
◆家庭での介護が一時的に困難になった場合などに利用するショートステイの充実をサービス
提供事業者に働きかけます。
◆機能回復訓練や食事，入浴等のサービスを提供する生活介護サービスの充実をサービス提供
事業者に働きかけるとともに，高齢者施設との相互利用や広域的な事業運営を促進します。
◆在宅療養を行っている特定疾患等の難病患者を支援するため，身の回りなどの世話をする
ホームヘルプサービスや医療機関を活用するショートステイなどの事業を充実します。
◆呼吸器機能に障害のある在宅の酸素療法者に対して，酸素濃縮器を使用する際の電気料金へ
の助成を行います。
◆在宅の特定疾患等の難病患者が安心して療養生活が送れるように，保健・医療・福祉の関係
機関が連携した支援体制の確立に努めます。

②家族・介護する人への支援
◆ホームヘルプサービス，在宅重症心身障害児の巡回訪問相談事業等を行い，家庭における生
活支援を行います。
◆在宅療養を行うＡＬＳ患者の介護を行う家族の休憩を確保するための家族支援事業を実施し
ます。

③各種生活訓練等の充実
◆中途失明者の社会復帰を促すため各種相談に対応するとともに，訓練指導員を派遣し，感覚
訓練，点字指導，福祉用具の使用，歩行指導等の生活訓練の充実を図ります。
◆疾病等による喉頭摘出者の発声訓練やストーマ装着者の社会適応訓練等を引き続き充実しま
す。
◆視覚障害のある人，聴覚障害のある人等に対する，健康，教養，防災から趣味・家事・育児
など社会・日常生活に必要な知識習得のための講座を充実します。

④福祉用具の普及促進
◆福祉用具を正しく使用することは，利用者の自立した生活には必要不可欠であり，適正な使
用方法の啓発や研修及び用具の適合調整・改造を総合的に行う体制を整備します。
◆難病患者に対する特殊寝台等の日常生活用具の給付事業の充実を図ります。
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現状と課題

◆旧法による入所施設は，平成２３年度末までに施設入所支援と日中活動事業を組み合わせた
障害者自立支援法に基づく新体系サービスを行う施設へ移行しなければならないため，そ
の移行を促進する必要があります。
◆障害のある人の自立支援の観点から，施設入所者の地域生活への移行が行われており，入
所施設の利用者は減少する方向にあります。また，新体系移行に当たり施設入所支援の定
員数は減少する傾向にあります。
◆障害のある人の多くが地域で自立して暮らせるよう，グループホーム・ケアホームや日中
活動事業を行う事業所の整備促進と併せて，施設入所者の地域生活移行の取組は継続して
推進する必要があります。
◆一方で，障害により在宅での介護が困難である人，医療的ケアや強度行動障害などにより
専門的な介護を必要とする人にとって，施設入所支援を行う施設は生活の場として極めて
重要であり，安心して施設で暮らせるよう適切なサービスが継続して提供される必要があ
ります。
◆県立肢体不自由児施設である拓桃医療療育センターについては，施設設備の老朽化が進ん
でいることに加え，小児医療や障害のある子どもを取り巻く環境が変化していることか
ら，早急な対応が求められています。

施策の方向
①施設入所支援体制の充実
◆障害者入所支援施設については，各圏域における訪問や日中活動事業を行う事業所の整備状
況を踏まえた地域生活移行の推進が図られるとともに，地域福祉の拠点としての施設機能の
強化が図られ，施設の持つ介護機能等が地域に提供されるよう支援を行います。
◆施設のスムーズな新体系移行及び入所者の生活環境向上のための施設の改修や防災（防火や
耐震等）のための設備等整備について支援を行います。
◆県立の障害者支援施設は，事業採算性などにより民間施設では対応が困難な分野などについ
て民間事業者への指定管理委託を行うことにより，民間事業者の専門性を生かしつつ効果
的，効率的な施設運営を図ります。

②グループホーム等や日中活動事業所の体制の充実
◆施設入所者の地域生活移行に当たっては，グループホーム・ケアホームや日中活動事業を行
う事業所の整備促進が必要であり，日中活動事業を複数行う多機能施設の創設など，事業所
整備の推進のための支援を行います。

２　施設支援体制の充実
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◆医療的ケアや強度行動障害などにより支援が難しい人であっても地域で暮らしたいと希望す
る障害の重い人の地域生活移行を推進するために，生活介護など日中活動事業を行う事業所
において，障害の重い人の受入れを行う施設への支援のあり方を検討します。

③拓桃医療療育センターの整備
◆学識経験者などで構成される「宮城県拓桃医療療育センターあり方検討懇話会」からの提言内
容を踏まえて策定した整備基本構想に基づき，平成２７年度中の開院を目標に整備を進めます。

【拓桃医療療育センター・拓桃支援学校の整備方針】
１　利用者にとって必要な医療療育サービスを総合的・効率的に提供するため，こども病院
との一体的な機能連携が可能となるよう整備を行うとともに，運営主体の一体化を検討
し，急性期から慢性期，さらには在宅移行支援などのサービスを一体的・総合的に提供で
きる総合的な小児医療療育機関としての機能を発揮できるよう整備する。
　　なお，施設整備に当たっては，児童福祉法等の改正を踏まえた施設となるよう留意する。
２　拓桃支援学校を併設整備し，西多賀支援学校こども病院分教室についても拓桃支援学校
に統合する。

障害福祉サービスの利用者数・指定事業所数（平成２２年４月現在）
指定事業所数利用者数区　　分

２９３１，９３６居宅介護（ホームヘルプ）

介
護
給
付
費

２９３５７重度訪問介護
６３４８行動援護
００重度障害者等包括支援
１６６療養介護
５３１，２５８生活介護
４２８５２児童デイサービス
９０４７７短期入所（ショートステイ）
６９１，０９３共同生活介護（ケアホーム）
５２８５施設入所支援
１４８旧身体障害者更生施設支援（入所）
００旧身体障害者更生施設支援（通所）
４２１７旧身体障害者療護施設支援（入所）
００旧身体障害者療護施設支援（通所）
２６８旧身体障害者授産施設支援（入所）
１２２旧身体障害者授産施設支援（通所）
２３１，２５８旧知的障害者更生施設支援（入所）
１５７０７旧知的障害者更生施設支援（通所）
１３４旧知的障害者授産施設支援（入所）
２０８００旧知的障害者授産施設支援（通所）
１２１旧知的障害者通勤寮支援
７８３３２共同生活援助（グループホーム）

訓
練
等
給
付
費

８６８自立訓練（機能訓練）
１７１２１自立訓練（生活訓練）
２２０宿泊型自立訓練
４４４７９就労移行支援
０２就労移行支援（養成施設）
９２０１就労継続支援（Ａ型：雇用型）
８４１，７２２就労継続支援（Ｂ型：非雇用型）
３６７７相談支援

１，２５５１２，２６９合　　計
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